
平和首長会議ニュース（2017年 2月）第 86号 

 

平和首長会議加盟自治体の皆様 

 

平素より平和首長会議の活動にご支援・ご協力いただき、心より感謝申し上げます。 

平和首長会議の近況をお知らせします。 

 

＜＜今号の内容＞＞ 

＊＊＊＊＊＊＊ 

◆平和首長会議英国・アイルランド支部会議をマンチェスター市で開催 

◆デモイン市長が全米市長会議で平和首長会議の活動をアピール  

◆平和首長会議事務局がモンテンルパ市（フィリピン）からインターンを受け入れました 

◆ヒロシマ発平和関連ニュース（中国新聞社ヒロシマ平和メディアセンター提供記事） 

◆加盟都市の活動紹介 

◆平和首長会議ウェブサイトのリニューアルについて 

◆第 9回平和首長会議総会の開催について 

◆平和首長会議情報システムについてのご案内 

◆被爆樹木の苗木等の配付事業及び「平和の灯」の分火事業のご案内 

◆平和首長会議原爆ポスター展を開催しましょう！ 

◆「核兵器禁止条約」の交渉開始等を求める市民署名活動を展開しましょう！ 

◆1月の平和首長会議会長訪問 

◆平和首長会議加盟自治体数: 162カ国・地域 7,219自治体 

＊＊＊＊＊＊＊ 

 

＊～＊～＊～＊～＊～＊～＊ 

平和首長会議の最新ニュースはこちらでチェック！ 

ウェブサイト： http://www.mayorsforpeace.org/jp/index.html 

フェイスブック： https://www.facebook.com/mayorsforpeace 

「いいね！」をお待ちしています。 

＊～＊～＊～＊～＊～＊～＊ 

 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

◆平和首長会議英国・アイルランド支部会議をマンチェスター市で開催 

[1 月 27 日、マンチェスター市（英国）]  

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

1 月 27 日、マンチェスター市役所において、英国・アイルランド支部会議が開催されました。リー

ダー都市であるマンチェスター市の副市長が議長を務め、2016 年の活動実績と 2017 年の活動予定につ

いて話し合われました。 

会議では、5 月に英国全土で実施される地方選挙の後、支部を構成するリーダー的立場の加盟都市に

対して支部の副議長就任を依頼すること、今年国連で予定されている核兵器禁止条約についての交渉を

支持していくこと、サイクリングを通じて核兵器廃絶を訴えている平和団体「バイクフォーピース」の

アイルランドツアーを支援することなどが決定されました。また、北ヨーロッパ地域の平和首長会議加

盟都市を対象とした会議実施の可能性についても話し合われました。さらに、今年 8 月に長崎市で開催

される平和首長会議総会に英国・アイルランド支部からできるだけ多くの加盟都市が参加するよう促し

ていくことが確認されました。 

次回の支部会議は今年秋に予定されています。 

 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

◆デモイン市長が全米市長会議で平和首長会議の活動をアピール  

 [1 月 18 日、ワシントン D.C.（米国）] 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

http://www.mayorsforpeace.org/jp/activites/statement/request/161224_Open_Letter_in_response_to_UNGA_vote_on_L41_J.pdf
http://www.mayorsforpeace.org/jp/index.html
https://www.facebook.com/mayorsforpeace
http://www.mayorsforpeace.org/jp/activites/statement/request/161224_Open_Letter_in_response_to_UNGA_vote_on_L41_J.pdf


1 月 17日～19 日まで、ワシントン D.C.において全米市長会議の第 85 回冬季大会が開催されました。

全米市長会議は、人口 3 万人以上の米国都市が加盟する超党派の団体であり、11 年連続で核兵器廃絶と

平和首長会議の取組に賛同する決議を採択しています。 

1 月 18 日に行われた国際関係常任委員会において、昨年 7 月に平和首長会議リーダー都市に就任し

たアイオワ州デモイン市のフランクリン・カウニー市長がスピーチを行い、平和首長会議の取組を紹介

するとともに、新規加盟や協働を呼びかけました。カウニー市長の呼びかけは好意的に受け入れられ、

その場で 2 都市の市長が平和首長会議加盟申請書に署名しました。 

平和首長会議としては、核超大国である米国での活動展開は今後も一層重要になってくると考えてお

り、デモイン市から今回の全米市長会議参加都市へ加盟要請文を発出してもらうなど、リーダー都市と

の連携を強化しながら、米国における核兵器廃絶に向けた気運醸成を図ることとしています。 

 

▼国際関係常任委員会におけるデモイン市長のスピーチ（平和首長会議ウェブサイト）： 

日本語訳： 

http://www.mayorsforpeace.org/jp/activites/membercity/2017/Des_Moines/Remarks_by_Mayor_Cow

nie_Japanese.pdf 

英語原文： 

http://www.mayorsforpeace.org/english/activities/membercity/2017/Des_Moines/Remarks_by_Mayo

r_Cownie.pdf 

 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

◆平和首長会議事務局がモンテンルパ市（フィリピン）からインターンを受け入れました 

[1 月 26 日～2 月 8 日] 
＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

平和首長会議では、第 8 回総会において策定された行動計画に沿った取組として、平成 26 年度から

平和首長会議インターンシップを実施しています。 

この事業は、平和首長会議の役員都市やリーダー都市から職員等をインターンとして広島に招へいし、

平和首長会議事務局の業務に従事してもらうことにより国際的な業務の推進を図るものです。また、イ

ンターンに被爆の実相についての理解を深め、ヒロシマの思いを共有してもらうことにより帰国後のそ

れぞれの都市で核兵器廃絶に向けた活動の充実、加盟都市間のネットワークの強化を図ることを目的と

しています。 

 1月 26日から 2月 8日まで、平和首長会議のリーダー都市であるモンテンルパ市（フィリピン）から

インターンを受け入れました。 

 今年度末までに、マラコフ市（フランス）からのインターンを受け入れる予定です。 

 

▼モンテンルパ市からのインターンの活動について（平和首長会議フェイスブック）： 

https://www.facebook.com/mayorsforpeace/posts/1701257253468334 

https://www.facebook.com/mayorsforpeace/posts/1704233746504018 

 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

◆ヒロシマ発平和関連ニュース (連載第 28回) 

[中国新聞社ヒロシマ平和メディアセンター提供記事] 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

 予想以上の混乱を招いているのではないでしょうか。トランプ米大統領が 1 月 20 日の就任以来、

次々に打ち出している大統領令です。とりわけイスラム圏の 7カ国からの入国禁止を命令する大統領令

は、米国内だけではなく、国際社会でも反発や批判を引き起こしています。 

 「米国を再び安全にするためだ」とトランプ氏は理由をツイッターに投稿しました。米国民のおお

よそ半数の支持もあるようです。しかし、宗教や出身国などによる差別を助長し、米国内や国際社会の

分断をますます深めてしまうのではないか－。そんな懸念が広がっています。 

大事な決定にもかかわらず、事前に国民的な議論をしっかり重ねた形跡はうかがえません。この大統

領令に批判的だった司法省トップは解任されました。「独断専行」という批判がトランプ氏に向けられ

るのも無理はありません。 

http://www.mayorsforpeace.org/jp/activites/membercity/2017/Des_Moines/Remarks_by_Mayor_Cownie_Japanese.pdf
http://www.mayorsforpeace.org/jp/activites/membercity/2017/Des_Moines/Remarks_by_Mayor_Cownie_Japanese.pdf
http://www.mayorsforpeace.org/english/activities/membercity/2017/Des_Moines/Remarks_by_Mayor_Cownie.pdf
http://www.mayorsforpeace.org/english/activities/membercity/2017/Des_Moines/Remarks_by_Mayor_Cownie.pdf
https://www.facebook.com/mayorsforpeace/posts/1701257253468334
https://www.facebook.com/mayorsforpeace/posts/1704233746504018


企業のトップであれば、厳しい競争を勝ち抜くため、リスクや反発を恐れぬ決断が必要な時もあるで

しょう。しかし政治家に求められるものは違います。確かに、どの国の政治家も、自国の利益を第一に

考えるのは当たり前でしょう。ただ、そのために他国や、その国民を犠牲や踏み台にすることは許され

ません。かつてのような弱肉強食の時代は人類の理性で終わらせたはず。逆戻りすることがあってはな

りません。被爆地広島が訴えてきた、みんなが笑顔になれる世界のために米国は何ができるか、トラン

プ氏に考えてもらいたいものです。 

 

関連記事は次のアドレスで読めます。 

○被爆証言会 命ある限り 広島でバー営む冨恵さん 病押し 135回目 

http://www.hiroshimapeacemedia.jp/?p=69113 

○ハンガリー・仏へ職員派遣 広島の原爆資料館 海外博物館と連携へ 

http://www.hiroshimapeacemedia.jp/?p=69110 

○原爆関連写真 2100点収集 米から資料館 順次公開へ 広島 

http://www.hiroshimapeacemedia.jp/?p=68769 

○社説 トランプ大統領就任 一国主義 懸念浮き彫り  

http://www.hiroshimapeacemedia.jp/?p=68668  

○核なき世界 政策注視 トランプ大統領就任被爆者 広島訪問呼び掛け 

http://www.hiroshimapeacemedia.jp/?p=68670 

（ヒロシマ平和メディアセンター提供） 

 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

◆加盟都市の活動紹介 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

------------------------------- 

*平和首長会議ドイツ支部 

ドイツ支部のウェブサイトをリニューアル 

------------------------------- 

平和首長会議ドイツ支部のウェブサイトが 1月にリニューアルされました。平和首長会議副会長都

市・リーダー都市であるハノーバー市のウェブサイトに統合され、デザインも一新されています。 

 

▼平和首長会議ドイツ支部ウェブサイト（ドイツ語）： 
http://www.mayorsforpeace.de  

 

＜＜貴自治体の平和活動の情報をお知らせください＞＞ 

平和首長会議ホームページの「加盟都市の活動」コーナーに掲載する情報をお待ちしています。 

貴自治体における平和に関する様々な事業の情報をぜひお知らせください。 

貴自治体のホームページにリンクする形でご紹介しますので、記事のタイトル、英語版の有無、リン

ク先等の詳細を、次のアドレスにご連絡ください。 

▼Email: mayorcon@pcf.city.hiroshima.jp 

 

平和首長会議行動計画に基づく取組を実施する海外の都市等に関する情報を、以下のリンクからご覧

いただけます。 

▼平和首長会議行動計画に基づく取組実施都市等一覧（海外）（2月 10日現在）（平和首長会議ウェブサ

イト） 

http://www.mayorsforpeace.org/jp/activites/projects/Action_Plan/2017/170210_List_of_Activities_J.

pdf 

 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

◆平和首長会議ウェブサイトのリニューアルについて 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

平和首長会議に関するさまざまな情報を発信しているウェブサイト

（http://www.mayorsforpeace.org/） が現在の形となって 10年以上が経過しました。より使いやすく、

http://www.hiroshimapeacemedia.jp/?p=69113
http://www.hiroshimapeacemedia.jp/?p=69110
http://www.hiroshimapeacemedia.jp/?p=68769
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http://www.hiroshimapeacemedia.jp/?p=68670
http://www.hannover.de/
http://www.hannover.de/
mailto:mayorcon@pcf.city.hiroshima.jp
http://www.mayorsforpeace.org/jp/activites/projects/Action_Plan/2017/170210_List_of_Activities_J.pdf
http://www.mayorsforpeace.org/jp/activites/projects/Action_Plan/2017/170210_List_of_Activities_J.pdf
http://www.mayorsforpeace.org/


わかりやすいウェブサイトを目指し、デザイン及びコンテンツのリニューアル作業を実施中です。3月

中旬のリニューアルを予定していますのでご期待ください。 

 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

◆第 9回平和首長会議総会の開催について 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

平和首長会議は、本年 8月 7日（月）から 10日（木）までの日程で長崎市において第 9回総会を開

催します。 

平和首長会議の今後の活動計画や運営について決定を行う 4年に 1度の大変重要な会議ですので、ぜ

ひ前向きに参加をご検討ください。3月上旬に、会議の概要や参加申込方法に関する資料（アドバンス

プログラム）を全加盟都市に送付する予定としています。 

 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

◆平和首長会議情報システムについてのご案内 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

平和首長会議では、加盟自治体間の情報共有促進を目的として、「平和首長会議情報システム」を運

用しています。このシステムを利用して、各加盟自治体の情報の検索、各自治体の情報の更新等をして

いただくことが可能です。平和首長会議の活動のために本システムを積極的に利用していただければ幸

いです。 

なお、首長や担当者の氏名・連絡先等、システムに登録している情報に変更が生じた場合は、平和首

長会議事務局に修正依頼するのではなく、本システムにログインし、速やかに修正してください。各自

治体の情報を常に最新のものに更新していただきますようお願いいたします。 

システムの利用方法等については別途メールでお知らせしています。まだシステムを利用したことが

ない自治体の担当者の方は是非一度ログインしてみてください。 

▼システムの URL: https://www.mfpinfosys.org/ 

 

平和首長会議情報システムに関するご質問等があれば、次のアドレスにお問い合わせください。 

▼Email: mfpsystem@pcf.city.hiroshima.jp 

 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

◆被爆樹木の苗木等の配付事業及び「平和の灯」の分火事業のご案内 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

平和首長会議では、平成 25年 8月の第 8回総会において策定された行動計画の具体的取組である被

爆樹木の苗木の配付事業及び「平和の灯」の分火事業を平成 26年度から開始しました。 

1月 1日から 31日までに、ドイツ・ボン市にクロガネモチ・エノキ・ムクノキの種を、ドイツ・エア

フルト市にイチョウの種を配布しました。 

被爆樹木の苗木又は「平和の灯」の受け入れを希望される場合、所定の申請書を Eメール又は FAXに

て事務局までお送りください。 

※被爆樹木の苗木の配付については、配付本数に限りがあるため、万一不足することになった場合は

翌年度以降の送付となりますので、あらかじめご了承ください。 

※両事業は、通年で行っているため特に申請期限はありません。また、来年度以降も継続して実施し

ますので、来年度以降の受け入れについても、是非ご検討いただければ幸いです。 

▼Email: kokunai-mfp@pcf.city.hiroshima.jp 

▼FAX: 082-242-7452 

 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

◆平和首長会議原爆ポスター展を開催しましょう！ 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

平和首長会議では、第 8回総会において策定された行動計画に沿った取組として、平和首長会議原爆

ポスター展に国内外の加盟都市を挙げて取り組んでいます。 

引き続き、ポスター展の開催にご協力ください。 

※ポスター概要：標準サイズ A2版、18枚 

▼ポスター展の詳細及びポスターのダウンロード 

https://www.mfpinfosys.org/


http://www.mayorsforpeace.org/jp/ecbn/projects/poster/index.html 

 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

◆「核兵器禁止条約」の交渉開始等を求める市民署名活動を展開しましょう！ 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

2020年までの核兵器廃絶を実現するために最も効果的な方法は、世界のすべての国が「核兵器禁止条

約」を締結することです。「核兵器禁止条約」とは、核兵器の製造、保有、使用等を全面的に禁止する

条約です。 

皆様のご協力により、2017年 2月 1日現在、2,469,821筆の署名が集まっています。 

今後とも、全加盟都市を挙げて積極的に署名活動を展開しましょう。 

（署名はインターネットからも可能です。） 

▼署名用紙（PDF） 

http://www.mayorsforpeace.org/data/pdf/01_monthly_updating/11_petitionform_jp.pdf 

▼オンライン署名 

https://www.ssl-z.city.hiroshima.jp/pcf/jp/form.htm 

▼関連情報：広島市の市民署名活動の展開 

http://www.city.hiroshima.lg.jp/www/contents/0000000000000/1333414321137/index.html 

 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

◆1月の平和首長会議会長訪問 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

松井一實広島市長・平和首長会議会長は、1月に次のような海外からの来訪者をお迎えしました。そ

の際に平和首長会議の取組及び加盟要請への協力をお願いしました。 

＊1 月 25日（水）カルロス・ミゲル・ペレイラ・エルナンデス 駐日キューバ共和国特命全権大使 

＊1 月 27日（金）シルワーン・アブドッラー・イスマーイール イラク共和国国民議会教育委員会委

員長 

＊1 月 30日（月）ポール・リチャード・ギャラガー バチカン外務長官 

 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

◆平和首長会議加盟自治体数: 162カ国・地域 7,219自治体 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

今月新たに 14自治体が加盟し、平和首長会議の加盟自治体数は 2月 1日現在で 7,219（162か国・地

域）となりました。皆様の御協力に心から感謝申し上げます。 

日本国内では、2自治体が加盟し、国内加盟数は 1,660（加盟率 95.3％）となりました。 

海外については、テヘラン平和博物館の呼び掛けにより、イランから 8自治体が加盟しました。これ

により、同国の加盟自治体数は 940となりました。この他、ドイツから 3自治体、フランスから 1自治

体が加盟しました。 

引き続き近隣未加盟自治体や姉妹都市への働き掛けなど皆様の御協力をよろしくお願いします。 

 

▼2月 1日付新規加盟自治体一覧(PDF) 

http://www.mayorsforpeace.org/data/pdf/2017/newmembers1702_jp.pdf 

▼加盟自治体マップ 

http://www.mayorsforpeace.org/jp/membercity/map.html 

 

 

＊＊＊本メールニュースに関するご意見、お問合せ等は下記までご連絡ください＊＊＊ 

平和首長会議事務局 

〒730-0811 広島市中区中島町 1－5 

（公財）広島平和文化センター 国際部 平和連帯推進課 

TEL: 082-242-7821 FAX: 082-242-7452  

Email: mayorcon@pcf.city.hiroshima.jp 

http://www.mayorsforpeace.org/jp/ecbn/projects/poster/index.html
http://www.mayorsforpeace.org/data/pdf/01_monthly_updating/11_petitionform_jp.pdf
https://www.ssl-z.city.hiroshima.jp/pcf/jp/form.htm
http://www.city.hiroshima.lg.jp/www/contents/0000000000000/1333414321137/index.html
http://www.mayorsforpeace.org/data/pdf/2017/newmembers1702_jp.pdf
http://www.mayorsforpeace.org/jp/membercity/map.html
mailto:mayorcon@pcf.city.hiroshima.jp

